
設備投資

１００万円以上の設備投資を行った企業の割合（％）
全業種 製造業 サービス業 中小企業 大企業

４～６月期 25.3 33.0 19.1 21.9 64.4

７～９月期 24.0 26.4 22.7 20.7 69.8

10～12月期 24.2 29.4 20.6 21.6 61.0

１～３月期 22.3 32.4 21.6 19.8 56.8

４～６月期 21.0 18.9 23.8 18.5 59.0

７～９月期 20.9 25.5 17.7 17.8 69.2

10～12月期 20.3 22.4 24.8 16.8 65.2

１～３月期 17.9 22.9 19.7 15.2 60.5

４～６月期 22.2 27.6 26.4 18.8 69.6

７～９月期 予 測 19.6 23.5 23.6 16.3 67.4

注）調査の概要

　１）調査対象：当所会員企業を対象とし1,500社を任意抽出。回答数：704（回答率：46.9％）

　　　　業種別回答企業数：建設業137社（構成比19.5％）、製造業98社（同13.9％）、卸売業116社（同16.5％）

　　　　　　　　　　　　　小売業83社（同11.8％）、運輸・倉庫業20社（同2.8％）

　　　　　　　　　　　　　サービス業250社（同35.5％）

　　　　規模別回答企業数：中小企業658社（構成比93.5％）、大企業46社（同6.5％）

　２）調査時期：平成21年6月末時点

実績

平成１９年
（2007）

平成２０年
(2008)

平成２１年
（2009）

１　『地場企業の経営動向調査』（福岡商工会議所調査結果）
　
　１００万以上の設備投資を行った企業
　（１）規模別（平成２１年４～６月期）
　　　　中小企業は、１８．８％と前期比３．６ポイントプラス、大企業は、６９．６％と
　　　前期比９．１ポイントプラスとなった。

　（２）業種別（平成２１年４～６月期）
　　　　製造業は、２７．６％と前期比４．７ポイントプラス、サービス業は、２６．４％と
　　　前期比６．７ポイントプラスとなった。
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１００万円以上の設備投資を行った企業割合



設備投資

（本社ベース） （対前年同期比、％：金額データ）

規　模　別

▲ 28.7 ▲ 57.7 0.1 ▲ 25.5 ▲ 55.8 ▲ 56.9

▲ 26.0 ▲ 67.9 3.1 ▲ 25.1 ▲ 35.1 ▲ 55.4

▲ 27.3 ▲ 62.6 1.8 ▲ 25.3 ▲ 47.1 ▲ 56.2

※ソフトウェア投資額および土地購入額は含まない。

注）調査の概要

　１）調査の目的　我が国経済活動の主要部分を占める企業活動を把握することにより、経済の現状及び今後の見通し

        　      に関する基礎資料を得ることを目的として、統計報告調整法に基づく承認統計調査として実施。

　２）調査方法　　対象企業に調査票を郵送、またはオンラインにより自計記入を求める方法による。

　３）調査時点　　平成２１年８月２５日

　４）対象期間　　平成２１年度上期は実績見込み、下期及び通期は見通し（又は計画）

　５）対象企業数　北部九州３県（福岡県、佐賀県、長崎県）に所在する資本金１千万円以上（ただし、電気

　　　　　　　　ガス・水道業及び金融・保険業は資本金1億円以上）の企業。

　　　　　　　　　対象企業：672社（うち、大企業（資本金10億円以上）が145社、中堅企業（１億円以上～

　　　　 　　　 10億円未満）が156社、中小企業（１千万円以上～１億円未満）が371社）。

　 　　 　　      製造業　164社　　非製造業　508社

　６）回答企業数　大企業143社（回収率98.6％）、中堅企業141社（同90.4％）、中小企業277社（同74.7％）

中小企業非製造業

業　種　別

大企業 中堅企業

平成21年度通期

(平成21年度上期)

製造業
全産業法人企業景気予測調査

(平成21年度下期)

２　『法人企業景気予測調査』（財務省福岡財務支局調査結果）
　（１）北部九州地方の平成２１年度設備投資通期見通し
　　　　非製造業では前年度を上回るものの、製造業で前年度を下回ることから、
　　　全産業では前年度を２７．３％下回る見通しとなっている。
　　　　規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも前年度を下回る見通し
　　　となっている。

北部九州地方の設備投資額の推移（規模別）
（前年同期比）
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設備投資

着工床面積 前年同月比 着工床面積 前年同期比

７月 317,705 94.8 ７～９月 432,238 ▲ 42.1

８月 269,147 184.1 10～12月 667,626 ▲ 13.7

９月 156,227 ▲ 10.4 １～３月 615,285 ▲ 23.9

10月 237,216 61.8 ４～６月 660,482 ▲ 38.2

11月 127,197 ▲ 5.8 ７～９月 743,079 71.9

12月 183,013 ▲ 52.6 10～12月 547,426 ▲ 18.0

１月 106,325 ▲ 55.8 １～３月 348,049 ▲ 43.4

２月 104,926 ▲ 52.8 ４～６月 369,222 ▲ 44.1

３月 136,798 ▲ 10.2
４月 109,799 ▲ 21.8 着工床面積 前年比

５月 131,711 ▲ 25.3 平成１８年(2006) 2,976,361 23.6

６月 127,712 ▲ 62.9 平成１９年(2007) 2,977,481 0.0

７月 91,160 ▲ 71.3 平成２０年(2008) 2,566,272 ▲ 13.8

資料出所：国土交通省「建築着工統計調査」

着工床面積単位：㎡

※全建築物計から、居住専用住宅、居住専用準住宅、居住産業併用建築物及び

　農林水産業用建築物を除いたものである
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３　建築着工床面積（居住専用住宅等除く）（２００９年７月）
　（１）前年同月比：９か月連続のマイナス



設備投資

着工予定額 前年同月比 着工予定額 前年同期比

７月 39,330 92.3 ７～９月 63,552 ▲ 31.0

８月 43,649 269.9 10～12月 61,086 ▲ 32.4

９月 30,031 ▲ 4.0 １～３月 76,847 ▲ 23.2

10月 38,539 166.2 ４～６月 90,839 ▲ 34.3

11月 19,021 15.7 ７～９月 113,009 77.8

12月 25,852 ▲ 14.3 10～12月 83,411 36.5

１月 14,313 ▲ 53.8 １～３月 48,945 ▲ 36.3

２月 13,872 ▲ 48.4 ４～６月 52,603 ▲ 42.1

３月 20,760 9.5

４月 14,128 ▲ 32.8 着工予定額 前年比

５月 19,818 ▲ 21.2 平成１８年(2006) 355,283 20.9

６月 18,657 ▲ 58.2 平成１９年(2007) 362,896 2.1

７月 12,007 ▲ 69.5 平成２０年(2008) 364,107 0.3

資料出所：国土交通省「建築着工統計調査」

着工予定額単位：百万円

※全建築物計から、居住専用住宅、居住専用準住宅、居住産業併用建築物及び

　農林水産業用建築物を除いたものである

平成２０年
(2008)

平成２１年
（2009）

平成１９年
（2007）

平成２０年
(2008)

平成２１年
(2009)

建築着工工事予定額の推移
（前年同月比）

-100.0

-50.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

７
月

８
月

９
月

10
月

11
月

12
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

10
月

11
月

12
月

１
月

２
月

３
月

４
月

５
月

６
月

７
月

平成19年 平成20年 平成21年

増
減
率
（
％
）

福岡県 全国

４　建築着工工事費予定額（居住専用住宅等除く）（２００９年７月）
　（１）前年同月比：４か月連続のマイナス



設備投資

受注額計 前年同月比 受注額計 前年同月比 受注額計 前年同月比

８月 111,753 ▲ 13.9 46,577 ▲ 13.6 65,176 ▲ 14.0

９月 113,504 ▲ 20.1 43,974 ▲ 32.1 69,530 ▲ 10.0

10月 81,526 ▲ 40.0 36,470 ▲ 42.1 45,056 ▲ 38.2

11月 51,708 ▲ 62.1 24,996 ▲ 60.5 26,712 ▲ 63.6

12月 36,869 ▲ 71.8 15,384 ▲ 73.8 21,485 ▲ 70.2

１月 19,037 ▲ 84.1 9,186 ▲ 83.7 9,851 ▲ 84.5

２月 20,417 ▲ 84.4 8,330 ▲ 86.2 12,087 ▲ 82.8

３月 20,939 ▲ 85.2 7,706 ▲ 87.9 13,233 ▲ 83.0

４月 25,184 ▲ 80.4 12,190 ▲ 77.5 12,994 ▲ 82.4

５月 27,564 ▲ 79.2 12,323 ▲ 77.6 15,241 ▲ 80.4

６月 34,968 ▲ 72.8 14,455 ▲ 74.5 20,513 ▲ 71.4

７月 34,346 ▲ 72.3 14,429 ▲ 72.6 19,917 ▲ 72.0

８月 p32,106 ▲ 71.3 p13,143 ▲ 71.8 p18,963 ▲ 70.9

受注額単位：百万円

資料出所：日本工作機械工業会

※pは速報値
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工作機械受注額（全国）の推移
（前年同月比）
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５　全国の設備投資（工作機械受注額）（２００９年８月）
　（１）前年同月比
　　　ア　受注額（総額）：１５か月連続のマイナス
　　　イ　内　需 　　 　：１９か月連続のマイナス
　　　ウ　外　需　 　　 ：１５か月連続のマイナス



設備投資

福岡県の設備投資動向 （単位：％）

平成15年度
実　績

平成16年度
実　績

平成17年度
実　績

平成18年度
実　績

平成19年度
実　績

平成20年度
実　績

平成21年度
計　画

　全 産 業 ▲ 11.3 ▲ 3.1 11.8 12.2 4.7 ▲ 4.1 ▲ 3.6

製 造 業 ▲ 10.8 14.8 51.2 33.6 ▲ 19.1 6.4 ▲ 22.5

非製造業 ▲ 11.4 ▲ 7.0 ▲ 1.6 0.5 21.9 ▲ 9.4 7.7

（参考）九州の設備投資動向 （単位：％）

平成15年度
実　績

平成16年度
実　績

平成17年度
実　績

平成18年度
実　績

平成19年度
実　績

平成20年度
実　績

平成21年度
計　画

　全 産 業 7.8 16.0 0.1 5.8 26.5 ▲ 11.4 ▲ 22.7

製 造 業 44.1 51.5 1.5 19.3 37.1 ▲ 10.3 ▲ 38.5

非製造業 ▲ 9.3 ▲ 2.8 ▲ 1.0 ▲ 5.2 15.6 ▲ 12.2 ▲ 3.4

注）調査の概要

　１）調査時点　　　平成21年6月22日現在

　２）対象企業　　　全産業（但し、農業、金融保険業等を除く）に属する原則資本金１億円以上の企業

　　　　　　　　　　回答会社数　平成20、21年度共通延567社（九州は同1,554社）

　３）調査方法　　　個別企業に対するアンケート方式

　４）設備投資額　　工事ベース

６　『九州地域設備投資動向』（日本政策投資銀行調査結果）
　（１）福岡県の平成２１年度設備投資計画
　　　　前年度比　３．６％減（製造業２２．５％減、非製造業７．７％増）
　　　　非製造業は増加するものの、製造業が輸送用機械を中心に大きく減少すること
　　　　から、全体では減少する。

　　　○製 造 業　製造ラインリニューアル投資等が行われる鉄鋼が増加するものの、
　　　　　　　　主要メーカーの工場新増設・能力増強の一服や投資抑制基調が広がる
　　　　　　　　輸送用機械のほか、化学、非鉄金属などが大幅に減少し、全体では
　　　　　　　　２割減。

　　　○非製造業　大型ＳＣ新規出店・増床投資等が一服する卸売・小売や不動産など
　　　　　　　　が減少するものの、鉄道分野で大規模ターミナル機能強化投資等が行
　　　　　　　　われる運輸、送配電網関連投資等が行われる電力、光ファイバー関連
　　　　　　　　投資が続く通信・情報などが増加し、全体では増加。

福岡県の設備投資動向
（前年度比）
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